
（単位：千円）

予算額 担当課

（文教消防関係）

学校・家庭・地域連携協力推進事業（放課後子ども教室運営事業） 54,970 地域学習振興課

公民館笑顔あふれる絆づくり推進事業 30,844 地域学習振興課

公民館元気活力支援事業 61,706 地域学習振興課

【拡充】 教職員事務事業［スクール・サポート・スタッフ配置分］ 34,679 学校教育課

外国青年招致事業 219,279 学校教育課

松山の教育研究開発事業 ［ふるさと松山学の活用分］ 10,901 教育研修

センター事務所

【拡充】 教育の情報化推進事業 141,433 教育研修

センター事務所

【拡充】 小学校教育用コンピュータ整備事業 437,755 教育研修

センター事務所

【拡充】 中学校教育用コンピュータ整備事業 187,125 教育研修

センター事務所

ＰＴＡ活動推進事業 9,171

令和2年度 市長公約関連事業

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して子どもの安全・安心な活動拠点（居場所）
を設け、地域住民の参画を得ながら勉強やスポーツ・文化活動を行う。

児童生徒に生きた英語を提供するため、小中学校に外国語指導助手（ALT）を派遣し、外国語
授業や外国語活動を支援する。

教育支援
センター事務所

PTA学級や親子ふれあい事業、親学の推進など、学びや体験活動を通して得たことを、各単
位PTAや家庭で実践することで家庭教育力の向上、青少年の健全育成を図る。

教職員の事務を支援するスクール・サポート・スタッフを小中学校に配置することで、教職員の
負担軽減を図り、より児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備する。
令和2年度は、スクール・サポート・スタッフを7名増員する。

住民自らのアイデアと工夫により、地域にある素材や特性を活かした温もりのある絆をより一
層深める活動に対して支援を行う。

学校事務処理の効率化や児童生徒の情報活用能力の育成のため、ＩＣＴ環境の整備・維持管
理や既存システムの管理、情報教育の実践・調査研究を行う。
令和2年度からは、GIGAスクール構想の実現に向け、児童生徒1人1台のタブレットパソコン等
を整備するために必要なサーバー賃借料等の経費を計上する。

高度情報化社会に対応できる児童生徒を育成するため、小中学校の普通教室等にタブレット
パソコンを整備するとともに、有効に活用するため教材用ソフトウェアを整備する。
令和2年度は、教員の働き方改革推進と児童の学力向上のため、小学校全学年の算数と5・6
年生の外国語の指導者用デジタル教科書を整備する。また、GIGAスクール構想の実現に向
け、児童生徒1人1台のタブレットパソコン等を整備するために必要な保守料等の経費を計上す
る。

児童生徒の郷土への愛着や誇り、将来への志や言葉の力を育てるため、松山ゆかりの先人
や伝統文化を素材として本市独自に制作した「ふるさと松山学」教材を活用する。また、一般販
売を通して、市民等の「ふるさと松山」を大切に思う気持ちの醸成につなげる。

地域住民のニーズに即した講座や地域課題の解決につながる活動等を行うことにより、地域
に密着した円滑な公民館運営と生涯学習の推進を目指す。

事　　業　　概　　要

40事業 6,188,514千円

子育て環境を充実し、
子どもたちの未来を応援する松山をつくります

松山をつくる

柱❶



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

松山市子ども健全育成事業 4,450 生活福祉総務課

ひとり親家庭等自立支援事業 [松山市子ども健全育成分] 8,510 子育て支援課

ファミリー・サポート・センター運営等事業 10,491 子育て支援課

子育て応援券交付事業 119,636 子育て支援課

子ども医療助成事業 2,198,763 子育て支援課

児童クラブ運営事業 1,061,238 子育て支援課

子育てひろば等支援事業 45,512 子育て支援課

児童館等管理運営事業 313,509 子育て支援課

（債務負担行為）

【拡充】 児童クラブ室施設整備事業 137,896 子育て支援課

休日子どもカレッジ推進事業 3,860 子育て支援課

地域子育て支援拠点事業（直営型） 7,331

養育支援訪問事業 10,260

生活保護世帯及び児童扶養手当全部支給世帯など低所得者世帯の中学生に対し学習の場
を提供することにより、希望する高校への進学率の向上や将来の職業選択の拡充を図り、貧
困の連鎖を防止する。

子どもの送迎や預かり等のサービス利用料への助成等を行うことにより、子育てにやさしいま
ちづくりを推進する。

第2子以降の子どもの紙おむつ購入にかかる支援を行うことで、安心して子どもを産み育てる
ことができる環境を整備する。

昼間、保護者のいない留守家庭児童に適切な遊びや生活の場を提供するため、児童クラブを
設置し、児童の健全育成を図る。

総合コミュニティセンターこども館内の「ToiToiToi（トイトイトイ）」など、乳幼児とその保護者が
気軽に集うことができる場所を開設し、子育て相談、情報提供、助言その他の援助を行う。

中央児童センター・南部児童センター・北条児童センター・新玉児童館・味生児童館・久米児童
館・久枝児童館・畑寺児童館・ハーモニープラザの管理運営を行い、「あそび」を通して子どもと
その保護者が楽しく過ごす場を提供する。

中学校3年生までの保険診療による入院・通院費の自己負担分を無料化する。子育て家庭の
経済的な負担を減らすほか、病気の早期発見と治療を支援し、安心して子育てができる環境
の充実を図る。

1,634,600

児童クラブの対象学年の拡大等により、増加する入会児童の生活環境を改善し、児童の健全
育成を図るため、生石・伊台・宮前の児童クラブ室を増設し、新たに約170人分の受入れを確
保する。

愛媛県及び松山大学と連携し、大学の空きスペースを活用して、長期休暇中の昼間、保護者
のいない留守家庭児童等に、学びや遊びの場を提供する。

限度額

松山市中央児童センター等
指定管理委託

H30～R5年度

事項 期間

子ども総合相談
センター事務所

子ども総合相談
センター事務所

若年妊婦や、育児ストレス、産後に強い不安感や孤立感を抱えるなど様々な原因で養育支援
が必要になっている家庭に対して、保健師、保育士等が訪問し、具体的な養育に関する指導、
助言等を行うことにより、育児不安の軽減、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽
減を図る。

主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い、うち解けた雰囲気の中で交流し、育児相談
等ができる環境を整備することで、子育て中の親の子育てへの負担感の緩和を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

要保護児童対策事業 8,524

総合相談事業 17,835

地域保育所施設運営補助事業 34,322 保育・幼稚園課

事業所内保育施設整備促進事業 4,893 保育・幼稚園課

商店街保育事業 50,437 保育・幼稚園課

（債務負担行為）

【拡充】 保育士等確保支援事業 49,195 保育・幼稚園課

待機児童対策・保育の質向上事業 236,036 保育・幼稚園課

地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 84,947 保育・幼稚園課

公立保育所仮設園舎設置事業（待機児童特別対策） 3,256 保育・幼稚園課

急患医療センター運営事業 127,441 医事薬事課

子ども総合相談
センター事務所

子どもに関する総合相談窓口の「松山市子ども総合相談」で0歳から18歳までの子育て、虐
待、不登校、問題行動などのさまざまな相談に対し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、支
援を必要とする子どもの情報の集約と漏れのないセーフティネットを張り巡らせるため、関係部
局・関係機関と情報共有を密にし、実行するコーディネートの役割を果たす。

地域保育所（認可外保育施設）に通う児童の福祉の向上を図るため、地域保育所に対し施設
の運営にかかる費用の一部を補助する。また、市の定める基準を満たした施設に対し、補助を
加算する。

愛媛労働局の助成を受けて事業所内保育施設を運営する事業者を対象に補助を行う。また、
市の定める基準を満たした施設に対し、補助を加算する。

子ども総合相談
センター事務所

要保護児童等への継続した支援、総合的な支援、予防的支援を実施するため、医療・保健・福
祉・学校などの関係機関で構成する要保護児童対策地域協議会の連携強化や体制整備を図
る。

商店街の空き店舗を活用した保育室で、利用ニーズの高い3歳未満児の保育を実施するとと
もに、一時的に児童を預かる託児事業や子育て相談事業を併せて行うことで、商店街を利用
する子ども連れ世帯の利便性の向上を図る。

事項 期間 限度額

認可保育所等が開設する地域子育て支援センターで、地域の子育て家庭を対象に、育児に関
する相談に担当者が対応したり、親子が気軽に集い、情報交換や交流ができる場を提供す
る。

待機児童が比較的多い市内西部、南部地区で、公立保育所である味生保育園及びつばき保
育園の園庭に仮設園舎を継続設置し、児童の受入数の拡充を図る。

商店街保育事業 R元～4年度 165,000

保育士確保のため、保育士養成校で資格を取得する際の費用を補助する。また、新任保育士
への職場定着研修や保育士養成校の学生等への出前講座を行うほか、清掃など保育の周辺
業務を行う保育支援者を雇用する保育所等に対して補助を行う。
令和2年度からは、保育支援者が「園外活動時の見守り等」にも取り組む場合に補助の上乗せ
を行う。

待機児童対策に加え、保育の質向上を目的とし、4月に1，2歳児を定員を超えて受け入れてい
る施設への助成、入所予約制の導入、加配保育士に対する助成、障がい児保育を担う保育士
への助成を実施し、保育サービスの充実を図る。

松山圏域（3市3町）の住民に対して夜間の一次救急医療を提供する。
・診療体制…内　科　月～土曜日  21時～24時（1月1日を除く）
　　　　　　　  小児科  毎日　21時～翌8時



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

休日診療所運営補助金 17,909 医事薬事課

病院群輪番制病院運営事業補助金 62,900 医事薬事課

小児救急医療支援事業補助金 171,500 医事薬事課

小児救急医療確保事業 35,655 医事薬事課

（債務負担行為）

母子保健育児支援事業 1,518 健康づくり推進課

【拡充】 不妊治療費助成事業 153,820 健康づくり推進課

【拡充】 妊娠・出産支援事業 16,007 健康づくり推進課

（産業経済関係）

国際協力・国際理解推進事業 3,000

特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた夫婦の経済的負担を軽減するため、その費用
の一部を助成する。また、その助成を受けた夫婦のうち、治療費がより高額となる「採卵から凍
結胚移植に至る治療」を行った夫婦に対し、5万円を限度に追加助成を行う。
令和2年度からは、一般不妊治療にも助成対象を拡充するとともに、不妊に悩む方への相談
対応などを新たに実施する。

日曜・祝日等の一次救急医療を確保するため、松山市医師会等が実施する休日診療所等の
運営経費に対し補助を行う。
・診療体制…日曜、祝日、1月1日～3日
　　　　　　　　 内科　9時～21時、　小児科　15時～21時

松山圏域（3市3町）の小児救急医療体制を確保するため、小児二次救急診療を実施する病院
に対し補助を行う。

小児救急医療体制の安定化を図るため、愛媛大学医学部の寄附講座、小児科研修医の実地
研修や救急医療の正しい利用方法の啓発を行う。また、急患医療センターへ出務可能な医師
が高齢化により年々減少していることから、小児科医を確保するため、市外の小児科医が市
内の小児科が不足する地域に開業する場合に補助を行う。

松山圏域（3市3町）の二次救急医療体制を確保するため、実施病院に対し補助を行う。また、
救急搬送患者の受入体制を確保し救急医療体制を維持するため、救急搬送患者の受入実績
に応じた補助を行う。
・診療体制…14病院　365日・24時間
・診療科目…外科等

観光・
国際交流課

NPO法人などと連携し、障がい児（者）支援による国際協力活動を行うとともに、活動などを題
材に教材を作成し、小学校等で国際理解教育を実施することでSDGs（持続可能な開発目標）
を推進するため、事業に必要な経費を負担する。

事項 期間 限度額

小児救急医療確保事業 H28～R2年度 92,000

出産や育児に対する不安を軽減し、安心して子育てができる環境を整えることを目的に、相
談・訪問指導等の切れ目ない支援を実施するとともに、「すくすく・サポート」では、保健師が全
妊婦と面談し、産前・産後サポート事業などを通じ、切れ目ない支援を行う。
令和2年度からは、産後に身近な支援者がおらずケアが必要な方に対し、助産師等が中心と
なり支援を行う「産後ケア事業」を新たに実施する。

乳幼児の健康保持や保護者への育児支援のため、発達相談等を実施する。5歳児相談では、
発達や社会性の課題がある幼児とその保護者に、個別相談や助言、幼児の通園する保育園
等との情報共有を行い育児不安の軽減を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

【拡充】 文化振興事業 56,915 文化・ことば課

【拡充】 ことばのちからイベント事業 62,876 文化・ことば課

俳句ポスト事業 10,599 文化・ことば課

文学賞運営事業 14,415 文化・ことば課 

（債務負担行為）

社会体育振興事業 26,806

【拡充】 スポーティングシティまつやま推進事業 127,282

（債務負担行為）

（文教消防関係）

文化財めぐり事業 3,742 文化財課

期間 限度額

文学賞運営業務委託

令和2年度 市長公約関連事業

事項

文化芸術の振興による魅力あふれるまちづくりのため、松山市文化芸術振興計画の将来ビ
ジョン「市民全員が“まつやま文化人”」を目指す。
令和2年度は、愛媛大学やNPOと連携して取り組む「松山ブンカ・ラボ」にて、これまでの啓発
活動に加え、新たにサポートプログラムを行うことで、市民主体の「社会と関わる文化事業」を
支援する。

「俳句甲子園」や「俳都松山PR事業」、「街はことばのミュージアム」など、ことばにコンセプトを
おいた事業展開を図り、「ことばを大切にするまち松山」を市内外に発信する。
令和2年度（2020年）は、2000年、2010年に続き「ことば募集」を行う。また、「ことば」の新たな
活用や演出を市内で展開する。

俳句と同じく短いことばでアイデアを表現する「ショートショート」の坊っちゃん文学賞で、「ことば
と文学のまち松山」を一層全国に発信する。

28事業 3,720,234千円

事　　業　　概　　要

俳句ポストに投句された俳句の選句と発表を行い、松山を訪れた観光客の満足度向上や市民
がより俳句文化に親しめるようにする。また「俳句ポスト365」俳句投稿サイトの運営業務を行
い、俳都松山のPRを図る。

スポーティング
シティ推進課

スポーティング
シティ推進課

スポーツを切り口とした国内外との交流人口拡大を目指し、関係団体や民間事業者と一層連
携し、スポーツコンベンション誘致やプロスポーツ支援に取り組む。
令和2年度は、2020年東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿を行うほか、オリンピック聖
火リレーやパラリンピック採火式を行う。また、愛媛県や県内市町と連携し、愛・野球博を通じ
て、地域の活性化を図るため、プロ野球フレッシュオールスターゲームや東京六大学野球オー
ルスターゲームを開催する。

国・県・市指定文化財等の郷土にある様々な文化遺産を見学する機会を作り、文化財保護意
識の醸成を図る。

事項 期間 限度額

東京2020オリンピック
聖火リレー実施事業

R元～2年度 10,800

スポーツの振興・普及を図るため、「愛媛マラソン」・「トライアスロン中島大会」等の大規模大会
のほか、各種スポーツ大会への支援に加え、スポーツ功労者への表彰等にも取り組む。

R元～2年度 13,300

誰もが自分らしく、いきいきと暮らせる松山をつくります
松山をつくる

柱❷



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

埋蔵文化財センター管理・教育普及事業 ［施設管理以外］ 11,271 文化財課

博物館施設管理運営事業 ［施設管理以外］ 26,588 文化財課

博物館企画展示事業 9,701 文化財課

（市民福祉関係）

【新規】 男女共同参画推進センター管理運営事業 [若者のライフデザイン支援事業分] 891 市民参画まちづくり課

特定健康診査事業 【国保】 341,682 国保・年金課

特定保健指導事業 【国保】 23,664 国保・年金課

（債務負担行為）

【新規】 国保がん検診無料化事業 【国保】 43,550 国保・年金課

ふれあい・いきいきサロン事業 【介護】 72,481 介護保険課

介護予防・生活支援サービス事業 【介護】 2,109,300 介護保険課

高齢者いきいきチャレンジ事業 3,296 高齢福祉課

後期健康診査事業 【後期】 153,509 高齢福祉課

正岡子規をはじめ周辺の人々や郷土松山に関する資料を体系的に展示する。特別企画展
は、子規が写る写真や写真コレクションにスポットをあて、子規の等身大の姿や子規と写真と
の関わりを紹介する展示を行う。また、館蔵資料による特別展を2回開催する。

生活習慣病の予防を目的に、特定健康診査の結果に応じた保健指導を実施する。

40歳から74歳までの被保険者を対象に、生活習慣病に関する健康診査を無料で実施する。

子規顕彰全国俳句大会、子規顕彰全国短歌大会、子規顕彰松山市小中高校生俳句大会、子
規さん俳句かるた大会等の事業を実施することにより、短詩系文学の普及と振興を図るととも
に、子規の魅力を発信する。

市民の埋蔵文化財や松山市の歴史・文化に対する理解を深めるために、常設展示に加え、特
別展や講演会等の教育普及活動を実施し、埋蔵文化財保護意識の啓発や市民の地域学習
等での埋蔵文化財の活用を図る。

主に就職活動を始める前の大学生を対象に、「ライフデザイン」をテーマとしたセミナーや、
ワークライフバランスの充実した市内企業との交流会を開催し、自分が思い描く人生設計（ライ
フデザイン）について考える機会を創出する。

介護予防を推進する活動に取り組む住民主体のグループを支援することで、高齢者の心身機
能の維持向上及び介護予防活動の推進を図る。

市等主催の健康増進に繋がる取組やイベントへの参加等にポイントを付与し、還元する仕組
みを作ることにより外出機会を創出し、高齢者がいきいきと活動することで身体機能の低下を
防ぎ、健康寿命の延伸を目指す。

国保加入者の健康増進のための環境づくりとして、令和2年度から5年度まで、がん検診受診
促進期間と位置づけ、その期間中は、がん検診の自己負担を無料とし検診の習慣化を図る。

疾病の早期発見、健康意識の向上を図るため、健康診査を実施し、健康寿命の延伸を図る。

要支援認定者等に対して、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減及び
地域での自立した日常生活を支援するため、介護予防型の訪問・通所サービスや身体介
護を伴わない基準を緩和した生活支援型の訪問・通所サービスを実施する。

事項 期間 限度額

特定保健指導業務委託
（令和2年契約分）

R元～3年度 18,800



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 1,714 障がい福祉課

障がい者総合相談窓口事業 34,436 障がい福祉課

【拡充】 がん対策事業 344,166 健康づくり推進課

・若年層のがん患者等に対する支援策

（債務負担行為）

歯科保健事業 42,562 健康づくり推進課

（債務負担行為）

【拡充】 生涯健康づくり推進事業 4,976 健康づくり推進課

高齢者健康づくり支援事業 [住民自主グループ支援事業]【介護】 589 健康づくり推進課

（産業経済関係）

テレワーク等推進事業 11,193 地域経済課

予算額

993

582

取組内容

20歳以上40歳未満の末期がん患者が、自宅で安
心して日常生活を送れるよう訪問介護サービス等
に対する利用料の一部を助成する。

小児がん治療などにより、抗体が失われた未成年
者に対する予防接種の再接種費用を助成する。

乳幼児期の歯科健診・歯みがき教室や、妊娠期、節目年齢等の歯周病検診・歯科保健指導等
を実施し、むし歯有病者率の低下及び歯周病の予防、生涯を通じた口腔の健康管理を推進す
る。

本市の死亡原因第1位である「がん」の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診を実施す
るほか、中学2年生の希望者に対し、ピロリ菌検査を実施する。
令和2年度からは、新たにデータを活用した受診勧奨に取り組むほか、「若年者在宅ターミナ
ルケア支援事業」や「予防接種の再接種助成金」など、小児も含めた若年層のがん患者等に
対する支援を強化する。

事項 期間 限度額

健診のしおり作成・封入封緘
業務委託

（平成31年契約分）
R元～4年度 1,200

事項

若年者在宅
ターミナルケア

支援事業

予防接種
再接種助成金

まつやま週イチ体操（まつイチ体操）を定期的に実施する住民主体の自主グループの育成支
援を行い、市民の主体的な健康の保持増進や介護予防を推進する。

多様な就労ニーズに対応するため、在宅テレワーカーの就労支援を図るとともに、ビッグデー
タを解析できる人材育成を行う。

福祉・子育て相談窓口に様々な障がいの相談に応じる総合相談窓口を設置し、サービスの向
上を図るとともに、就労支援専門員を配置することで障がい者の就労促進を図る。

障がい者スポーツをサポートする指導員を育成するほか、障がい者が健康増進のため地域で
広くスポーツに親しむことに加え、各種障がい者スポーツの大会等での活躍の場を提供するこ
とで、障がい者スポーツの充実と振興を図る。

事項 期間 限度額

節目歯周病検診通知書等
作成・封入封緘業務委託

（平成31年契約分）
R元～4年度 8,100

松山市健康増進計画「健康ぞなもし松山」に基づき、子どもから高齢者までライフステージに応
じた健康づくりの支援等を行うとともに、市民の健康や栄養等に関する相談に対し必要な指導
や助言等を行うなど、生涯を通じた健康づくりを支援する。
令和2年度からは、健康寿命の延伸に向け、企業等と協働し職場を通じた健康づくりに加え、
健康づくりに取り組む市民へポイントを付与し、ポイントに応じて景品を提供する「健康マイレー
ジ事業」を行う。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

女性・若者・高齢者等就労支援事業 39,792 地域経済課

松山市民しごと創造ワンストップ支援事業 70,620 地域経済課

（債務負担行為）

勤労者福祉サービスセンター共済事業 【勤労者】 71,618 地域経済課

158,000

女性や若者の職業能力開発・向上、高齢者の就労相談窓口を設置するなど、育成・就職・再
就職支援を実施する。

中小企業の勤労者が、豊かで充実した生活を送ることができるように福利厚生制度の管理・
運営を行う。

就労や創業、経営支援を行うなど、「しごと」に関する幅広いサービスをワンストップで提供する
「松山しごと創造センター」（未・来（ミラクル）Jobまつやま）の運営及び移転等を行う。

事項 期間 限度額

松山しごと創造センター
（未・来Jobまつやま）運営委託

H29～R2年度



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

防災計画策定事業 11,506 危機管理課

（債務負担行為）

【拡充】 避難対策推進事業［ハザードマップ作成事業分］ 6,790 危機管理課

訓練実施事業 1,702 危機管理課

啓発推進事業 820 危機管理課

自主防災組織育成業務 1,548 危機管理課

地域ぐるみの防災支援事業 9,300 危機管理課

防災ひとづくり地域創生事業 3,139 危機管理課

松山のひととまちを守る！防災士養成事業 5,203 危機管理課

防災活動を牽引する防災リーダーを育成するため、愛媛大学や県と連携した防災士養成講座
により資格取得者の拡充を図り、官・学・民連携による総合的な地域防災力を強化する。ま
た、災害協定事業所等に防災士の配置を進め、協力体制の強化と防災体制の充実を図る。

事　　業　　概　　要

自主防災組織に対し、災害対策基本法に位置づけられている「地区防災計画」の検証及び計
画に規定する防災訓練や資機材整備等の支援を行う。また、自主防災組織ネットワーク会議
への運営補助を行う。

事項 期間 限度額

国土強靭化地域計画
策定業務委託

R元～2年度 4,000

市民の防災意識の高揚のため、小中学生から募集した防災ポスターの優秀作品を展示すると
ともに、市民、地域、行政が一体となって防災・減災を考える防災・復興支援イベントを実施す
る。

災害時に機能する組織づくりを目指し、自主防災組織の育成強化を図る。

市民の生命、身体及び財産を災害などから保護し、安心安全なまちづくりの推進に取り組むた
め、地域防災計画などの既存計画についても適宜見直す。
令和2年度は、本市の国土強靭化に関する施策を総合的に推進する国土強靭化地域計画の
策定を完了させる。

災害時の“逃げ遅れゼロ”に向けて、市民の迅速かつ的確な避難行動を支援するため、洪水
及び高潮ハザードマップの作成・配布を実施する。
令和2年度は、洪水（小野川・立岩川）及び高潮ハザードマップを作成する。

市民の防災意識の高揚と防災行動力の向上を図るため、松山市地域防災計画に基づき、防
災関係機関や民間協力団体及び自主防災組織など、市民が一体となった総合的かつ実践的
な防災訓練を実施する。

令和2年度 市長公約関連事業

39事業 1,780,513千円

防災の知識と実践力を兼ね備えた人材を育成するため、学生防災士で構成する「防災リー
ダークラブ」と行政、地域が連携して、防災士のフォローアップ研修や小学生への防災教育、
地区防災計画の改定支援などを行う。

みんなで助け合い、安心して暮らせる松山をつくります
松山をつくる

柱❸



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

切れ目のない全世代型防災リーダー育成事業 15,000 危機管理課

新規水源開発準備事業 5,029 水資源対策課

（債務負担行為）

（文教消防関係）

【新規】 消防用給油施設整備事業 87,930 消・総務課

（市民福祉関係）

【拡充】 消費者啓発事業 [消費者安全確保分] 571 市民相談課

地域包括支援センター運営事業 【介護】 677,082 介護保険課

（債務負担行為）

認知症高齢者支援事業 【介護】 2,413 介護保険課

権利擁護推進事業 【介護】 28,274 介護保険課

在宅医療・介護連携推進事業 【介護】 4,995 介護保険課

生活支援体制整備事業 【介護】 27,769 介護保険課

産官学民の代表で構成する「松山市防災教育推進協議会」を通し、小学校、中学校などの教
育現場や、社会教育の場で全ての世代に防災教育を進めることで、小学生から高齢者まで切
れ目のない防災リーダーを育成し、市民全体の防災意識を高め地域防災力の向上を図る。

地域に密着した高齢者の総合相談や支援、地域のケアマネジャー等の支援を行う。

事項 期間

事項 期間 限度額

認知症サポーターの養成やケアパスを作成・普及することで、認知症の予防及び正しい知識
の普及と支援を図るほか、徘徊するおそれのある認知症高齢者に電波発信機を貸与し、早期
発見や事故防止を図る。

親族の支援等が期待できない認知症高齢者等の人権を擁護し、必要な介護サービス等を提
供するため、家庭裁判所に対して市長が成年後見制度の審判を申し立てる。また、認知症高
齢者が地域で安心して住み続けられるよう、「松山市権利擁護センター」で高齢者や家族に対
し権利擁護に関する相談や支援を実施する。

在宅で医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、本市が中心となって、医療と介護の関係団体等と、相談支援や情
報共有などの連携体制の構築を推進する。

単身や夫婦のみの高齢者世帯等が増加する中、地域の支え合い体制づくりを推進するため、
生活支援コーディネーターを配置し、地区社会福祉協議会を中心に、関係者が地域の課題や
取り組みを話し合う機会をつくり、住民主体の地域づくりを支援する。

地域包括支援センター
運営業務委託

限度額

新規水源開発に向けた調査・検討を行う。

南海トラフを震源とする巨大地震や台風などの自然災害等発生時に、燃料が不足する事態に
備え、本市の消防車両や緊急消防援助隊の車両等が継続して災害活動に従事できるよう、消
防用給油施設を2か所（中央消防署城北支署、南消防署東部支署）に整備し、消防力の充実・
強化を図る。

R元～2年度 4,000

H30～R3年度 1,971,000

水源開発策検討業務委託

令和2年度からは、警察、介護事業所等との連携強化や消費者教室の実施回数の増により、
悪質商法や特殊詐欺の被害防止を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

認知症総合支援事業 【介護】 6,876 介護保険課

配食サービス事業 20,205 高齢福祉課

緊急通報体制整備事業 18,584 高齢福祉課

地域福祉サービス事業 6,145 高齢福祉課

愛の一声訪問事業 11,954 高齢福祉課

独居高齢者みまもり員設置事業 6,714 高齢福祉課

松山市社会福祉協議会運営事業 [地域福祉活動推進事業補助金] 1,685 高齢福祉課

【新規】 高齢者の保健事業と介護予防の一体的推進事業【後期】 8,965 高齢福祉課

離島診療連絡船維持管理事業 12,113 医事薬事課

患者搬送車維持管理事業 5,377 医事薬事課

中島等地域医療確保事業 74,280 医事薬事課

（債務負担行為）

救急車のない中島本島で365日24時間の患者搬送体制を確保するため、患者搬送車1台の運
行・維持管理を行う。

地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」や「認知症地域支援推進員」を配置
し、認知症の人やその家族を支援する体制を構築する。

松山市社会福祉協議会が設置するボランティアセンターと連携しボランティアの育成や情報収
集・提供などに努め地域福祉の推進を図る。

独居高齢者が安心して暮らすことができるよう独居高齢者みまもり員を設置し、訪問活動等に
より独居高齢者の状況を把握し、安否確認等を行うことにより、不測の事故を防止するなど、
高齢者の福祉の増進を図る。

65歳以上のひとり暮らしや高齢者のみの世帯等に通所介護施設等から配食サービスを行う。

中島等地域医療確保事業

国保データベースシステム等を活用し、地域や個人の健康課題を把握したうえで、糖尿病性腎
症の重症化予防等に取り組むほか、通いの場等、日常的な生活拠点での健康相談や保健指
導を通じ、フレイル（加齢等に伴う虚弱状態）の予防や、フレイル状態にある方を適切な医療や
介護サービスに繋げることにより、疾病予防・重症化予防を図る。

緊急通報装置を貸与し、緊急時に受信センター等が迅速かつ適切な措置がとれる体制を整備
する。

地区社会福祉協議会を実施機関とし、助け合い、支え合いの心を基調とした預託点数制によ
る住民参加型在宅福祉サービスの提供をはじめ、福祉教育等を実施して地域福祉の向上を
図る。

希望する77歳以上のひとり暮らしの高齢者に原則週2回、乳酸菌飲料を訪問配布し安否確認
を行い事故防止と社会的孤立感の解消を図る。

H29～R3年度 296,000

旧中島町地域で常駐医師がいない中島以外の5島の地域医療確保を目的とし、各島の診療
所に医療スタッフを運ぶため、離島診療連絡船「しまどり」の運航・維持管理を行う。

事項 期間 限度額

中島地域の一次救急医療及び離島診療の安定的な継続を図るため、病院等引受先法人に対
して運営補助等を行う。また、興居島を含む6島診療所の施設の維持管理を行う。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

島しょ部航路運賃助成事業 7,783 医事薬事課

【新規】 離島診療連絡船更新事業 54,700 医事薬事課

（都市企業関係）

住宅セーフティネット推進事業 [リフォーム支援分] 157,642 住宅課

【拡充】 空家対策推進事業 45,836 住宅課

木造住宅耐震診断事業 8,977 建築指導課

木造住宅耐震改修等補助事業 120,087 建築指導課

【新規】 ブロック塀等安全対策補助事業 25,591 建築指導課

重要施設への給水ルートの確保事業 【上水】 171,468 公営企業局

応急給水拠点の整備事業（応急給水栓の設置）【上水】 93,679 公営企業局

【新規】 給水基地の確保【上水】 30,281 公営企業局

（産業経済関係）

【新規】 ため池防災対策事業 2,500 農林土木課

緊急時に飲料水を確保し、給水車等への注水作業ができる拠点として、市之井手浄水場に非
常用給水設備及び場内給水管を整備する。

避難路等に面し、老朽化等により劣化が認められ、倒壊の恐れがあるブロック塀の撤去又は
建替えを行う所有者に対して費用の一部を補助する。

平成28年度から行っているリフォーム補助事業を継続し、子育て世帯、三世代同居・近居、多
子世帯、高齢者及び移住者、さらに居住誘導区域への移住者に対する支援を行う。

空家等対策計画に基づき、適切に管理されていない空き家に対する指導等や危険な空き家の
解体補助などにより、市民の生活環境の保全等を図る。
令和2年度は、様々な分野での活用を視野に入れたモデル事業として、空き家を地域活性化
やコミュニティ維持等に取り組むための交流拠点として整備する「まちづくり協議会」に対し、補
助を行う。

地震等による被害を防ぐため、昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅の耐震診断に対
して支援を行う。

耐震診断の結果、耐震性が低く補強が必要と診断された住宅所有者に対して耐震改修等費
用の一部を補助する。

島しょ部に居住する人が通院を目的に航路を利用した場合、また、島しょ部に居住する妊婦が
妊婦健康診査受診等を目的に航路を利用した場合等に、その経費の一部を補助することで、
島しょ部住民の負担軽減を図るとともに、島しょ部への定住促進を図る。

ため池管理者の防災意識の向上と自然災害による被害の防止・軽減を図るため、大型の防災
重点ため池を有する市内16地区で、災害に備えて取るべき行動計画を策定する。

緊急時に効果的な給水活動が行えるよう、指定避難所となる市内給水区域内の小中学校を
対象に、計画的に応急給水栓を整備する。併せて直結給水方式による水飲み場も整備する。

旧中島町地域で常駐医師がいない中島以外の5島の地域医療を、今後も安定的に確保する
ため、離島診療連絡船「しまどり」の更新を行う。

甚大な被害が想定される震災時に重要施設への給水は最優先であるため、第2期計画として
救護所24か所への給水ルートの耐震化工事を行う。



（単位：千円）

予算額 担当課

（都市企業関係）

道路橋梁災害復旧事業（単独） 16,450 道路管理課

（環境下水関係）

地元説明会等普及啓発事業 ［デザインマンホール事業分］【下水】 413 下水道サービス課

河川等災害復旧事業 30,000 河川水路課

（産業経済関係）

【拡充】 人手不足対策緊急支援事業 60,339 地域経済課

中小企業資金貸付事業 2,248,126 地域経済課

（債務負担行為）

人材育成等補助事業 8,364 地域経済課

産業立地セールス事業 53,870 地域経済課

平成30年7月豪雨災害の復旧工事で発生した災害土砂の撤去・処分を行う。

平成24年度から、日本政策金融公庫が取り扱う創業者向
けの融資制度を利用して市内で創業する事業者に対し、
年1.0％を限度として利子補給する。

松山市創業資金融資
利子補給金

市内の中小企業等が社員等のスキルアップを目的として研修等を受講する際に、その費用に対
して補助を行う。

市内外企業に対する営業活動等を通して本市への立地促進を図る。

中小企業の人手確保に加え、業務効率化や離職防止に向けた職場環境の改善、RPAの導入等
による業務効率化の推進など、人手不足への対策を行う。
令和2年度からは、新たに、複業を行う都市部人材や時間の制約がある高齢者や子育て中の女
性、外国人材などの外部人材の活用に向けた支援を行う。

創業者支援利子補給金

「道後温泉と火の鳥」をモチーフにしたデザインマンホールをカード化し、「飛鳥乃湯泉」で無料配
布することで、「道後温泉」を全国にアピールし、本館保存修理工事中の観光誘客を図る。

中小企業者等に対する創業や経営支援のため、低金利融資や保証料補助を行う。

事項 期間 限度額

平成30年7月豪雨災害の復旧工事で発生した災害土砂の撤去・処分を行う。

24事業

令和2年度 市長公約関連事業

4,016,587千円

事　　業　　概　　要

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市設備資金融資
利子補給金

平成30年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

松山市消費税対策資金融資
利子補給金

令和元年度から、松山市中小企業資金融資制度を利用し
て一定の要件を満たす中小企業者又は当該融資を行った
金融機関に対し、年1.0％を限度として利子補給する。

元気な産業を応援し、成長する松山をつくります
松山をつくる

柱❹



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

中小企業販路拡大事業 12,074 地域経済課

【拡充】 国際観光客誘致促進事業 113,526

観光WEBプロモーション事業 12,672

観光おもてなし対策事業 3,340

瀬戸内・松山観光ビジネス戦略事業 68,697

クルーズ船誘致・受入推進事業 50,445

（債務負担行為）

【拡充】 松山城管理事業 [イベント分]【松山城】 69,330

【拡充】 道後温泉活性化事業 219,317 道後温泉事務所

（債務負担行為）

道後温泉本館保存修理寄附推進事業 19,239 道後温泉事務所

夜間のライトアップイベントや松山城を舞台にした回遊型のイベントを開催するなど松山城の魅
力を充実させることで、集客を図るとともに来場者の満足度の向上を図る。
令和2年度は、新たにプロジェクションマッピングやライトアップを活用した体験型観光コンテンツ
の充実を図るとともに、地元商店街等と連携してインバウンドを含む夜間の観光客の誘客に取り
組み、ナイトタイムエコノミー（夜間観光）を推進する。

道後温泉本館の保存修理工事に要する経費について、市内外に広く寄附を募り、本市が誇る重
要文化財を未来に遺す機運の醸成を図る。

道後温泉まちづくりアート事業 H30～R2年度 110,000

道後温泉本館保存修理工事の
観光資源化（情報発信）事業

H30～R2年度 150,000

松山港に寄港するクルーズ船を誘致するために、外国の船会社に対する商談会等に参加し、松
山市の魅力をPRするほか、寄港時に歓迎セレモニー等を実施する。

事項 期間 限度額

クルーズ船受入等業務委託 R元～2年度 19,800

観光・
国際交流課

観光・
国際交流課

道後温泉本館の保存修理工事による観光産業や地域経済に及ぼす影響を緩和するため、アー
ト事業の継続や道後温泉別館 飛鳥乃湯泉の魅力発信、本館保存修理工事の観光資源化事業
に取り組むとともに、訪日外国人旅行者の受入環境の充実や道後温泉の歴史資産の保存活用
を行い、引き続き、道後温泉地区の活性化を推進する。
令和2年度は、道後温泉の魅力発信とともに、道後温泉活性化事業の進捗状況や事業効果の
検証を行い、後期工事期間中の活性化策を検討する。

事項 期間 限度額

観光・
国際交流課

観光情報WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」の運営・更新等を行うとともに、アクセスデータ等
の解析・分析による効果的なプロモーション等を実施し、本市の認知度向上及び誘客につなげ
ていく。

観光・
国際交流課

松山圏域で連携し、中小企業等が県内外の複数の大手企業等に対して直接売り込む「逆」商談
会を地元で開催するなど、販路拡大を図る。また、台湾との経済交流を推進するため、市内事
業者の台湾での販路拡大等を支援する。

観光・
国際交流課

台北市との交流人口の拡大を目指すとともに、愛媛県等と連携した誘致促進や令和2年度から
増便となる台北便を含めた国際定期便の安定運航・路線維持に取り組む。また、インバウンドの
市内での滞在時間を延ばし、消費活動を促進するため、公共・民間を問わず、新たな観光資源
を取り入れた滞在型コンテンツを造成するなど、戦略的に観光施策に取り組む。

観光客への「おもてなし度向上策」として、まつやま観光キッズの実施や、地元学生及び一般市
民を対象にした研修会等を開催し、受け入れ態勢の充実を図るほか、「食」の面での情報発信を
行うことで、国内外からの観光客への対応を強化する。

観光・
国際交流課

広島地域と松山を結ぶ海上ルートを活用した瀬戸内・松山エリアへの誘客促進に向けたプロ
モーションを行う。また、近年急増している訪日外国人観光客の誘客を図るため、関係機関と連
携して取り組み、瀬戸内・松山エリアの海外での認知向上を図る。



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

水田農業担い手支援事業 2,162 農林水産課

経営所得安定対策推進事業 [米政策改革支援事業] 1,250 農林水産課

【拡充】 有害鳥獣捕獲緊急対策事業 57,059 農林水産課

新規就農者定着支援事業 89,889 農林水産課

農地集積・集約化対策事業 12,358 農林水産課

農業後継者対策事業 46,814 農林水産課

【拡充】 産地競争力強化事業 120,142 農林水産課

農林土木災害復旧事業 700,711 農林土木課

地域農業再生協議会が策定する水田フル活用ビジョンに基づき、水田農業の維持増進に必要
な機器等の導入、優良品種への転換等に対し、県事業を活用し補助を行う。

農地中間管理機構の業務の一部を受託し、農業者等への周知を図るとともに、農地の集積・集
約化に協力した農地の貸し手に対し協力金を支給し、農地の集積・集約化を促進する。

経営が不安定な農業経営開始直後の青年新規就農者に対し、国の制度による所得確保のため
の支援を実施することで、就農意欲の向上と農業への定着を図る。

有害鳥獣被害に対し、捕獲報償の支出、電気柵等の設置や、箱わな等の整備に要する経費の
補助、モンキードッグの導入等に引き続き取り組む。
令和2年度は、愛媛大学と連携し、集落主体で行ってきた被害防止活動の効果を検証するととと
もに、事業効果のあったサルの追い払い活動を他地区に広げるため、助成を行う。

JA等による新規就農者の育成に向けた取組や、松山市青年農業者連絡協議会の活動などを
支援することで、新規就農者や地域の農業後継者が直面する様々な課題の解決に努め、本市
の農業の持続的な発展に必要な次世代の農業経営者を育成する。

平成30年7月豪雨により被災した農道・ため池・農地等について、復旧を行う。

営農集団等の担い手に対し奨励金を交付し水田の集積を図るとともに、農機具の導入支援を行
うことで、農業を行っている担い手の経営発展と水田の効率的利用を促進する。

産地としての競争力強化を図るため、担い手育成、生産支援、販売促進等の様々なステージ
で、ハウス等への補助やブランド産品の販売促進を行うほか、成長品目（アボカド・グニーユーカ
リ）の事業規模拡大や産地としての情報発信力向上のための取組みを推進するなど、切れ目な
い支援を行う。
令和2年度は、農業用ハウスの災害被害を未然に防止するため、農業用ハウスの補強や防風
ネットの設置などを支援する。



（単位：千円）

予算額 担当課

（総務理財関係）

移住定住促進事業 [シビックプライド向上事業分] 20,900

『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづくり事業 13,851

風早レトロタウン構想促進事業 6,113

【拡充】 三津浜地区活性化推進事業 19,800

【拡充】 愛ランド里島構想推進事業 47,439

里島地域おこし推進事業 11,403

姫ケ浜荘整備事業 231,493

（継続費）

【拡充】 坂の上の雲ミュージアム施設管理運営事業 [施設管理以外] 3,242

坂の上の雲ミュージアム企画展示事業 24,572

坂の上の雲ミュージアムの資料調査・展示、定期講座などの各種活性化事業を行う。
令和2年度は、博物館明治村と連携を進め、明治村内に坂の上の雲ミュージアムＰＲ動画を常
設することなどにより、坂の上の雲ミュージアムの魅力を広く発信し、来館者の増加に繋げる。

坂の上の雲
ミュージアム

事務所

令和2年度 市長公約関連事業

R元年度 258,000

R2年度 131,000

三津浜地区活性化計画に基づき、港町として栄えた面影が今も息づく歴史や文化など三津浜
地区の魅力ある地域資源を活用し、賑わいの創出に取り組む。
令和2年度は、クルーズ船の乗船客をはじめとする観光需要を取り込むための受入体制を整
備するとともに、魅力的な地域資源等の効果的なプロモーションを推進する。

事　　業　　概　　要

坂の上の雲ミュージアムで開催する企画展の計画策定・展示設計・展示制作などを実施する。

坂の上の雲
ミュージアム

事務所

坂の上の雲
まちづくり担当

愛ランド里島構想の推進など離島振興の施策に取り組むための拠点施設として重要な役割を
担っている姫ケ浜荘の老朽化が著しいため、新たに施設の整備を行う。

事業名 総事業費 年度 年割額

姫ケ浜荘整備事業 389,000

29事業 3,560,645千円

坂の上の雲
まちづくり担当

地域おこし協力隊が、島の魅力創出やプロモーション活動などに取り組み、地域振興の担い
手として交流人口の拡大や地域経済の活性化を図る。

シティプロモー
ション推進課

令和元年8月に主に地元の学生で結成したプロジェクトチーム「マツワカ」を通し、地元で活躍
する先輩、若者に人気のある店舗や話題のスポットなどの情報発信を行うなど、若者目線の
事業に取り組み、松山に住み続ける人やUターンする人の増加を推進する。

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲
まちづくり担当

愛ランド里島構想の重点プロジェクトである定住の促進を進めるため、「ハイムインゼルごごし
ま」、「神浦定住促進施設」、「空き家バンク」の運営や島しょ部の暮らしを紹介する「体験ツ
アー」の実施に取り組むなど、島しょ部の活性化につなげる。
令和2年度は、新しい姫ケ浜荘を活用した里島ツーリズムの取り組みを行い、新施設の認知度
向上と利用促進を図ることで、交流人口の拡大に取り組む。

坂の上の雲
まちづくり担当

坂の上の雲ミュージアムをまちづくりの中核施設として活用するとともに、地域資源を活かした
まちづくりに取り組む団体の支援、地域の宝の保存、活用、継承等を目的とした解説板・案内
標識設置等の支援、地域資源を巡るふるさとウォーク等の実施、パンフレット等による広報を
行うなど、『坂の上の雲』のまちづくりに取り組む。

風早レトロタウン構想の実現に向け、資源活用、環境整備、情報発信、交流促進、協働推進の
5つのポイントに基づき、北条地域の活性化に取り組む。

坂の上の雲
まちづくり担当

自分たちのまちに愛着や誇りをもち、
住み続けたい松山をつくります

松山をつくる

柱❺



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（市民福祉関係）

【拡充】 地域におけるまちづくり推進事業 73,494

地域おこし活動促進事業 3,644

（都市企業関係）

公共交通利用促進環境整備事業 251,649 都市・

　　　　 交通計画課

都市再生協議会運営事業 39,206 都市・

交通計画課

市駅前広場整備事業 65,770 都市・

交通計画課

街路・幹線道路整備事業 ［松山外環状線道路整備事業分］

・松山外環状線道路

10,000 道路建設課

15,136 道路建設課

26,523 道路建設課

景観形成推進事業 4,381 都市デザイン課

みんなで育む美しい街並みと賑わい創出事業 11,083 都市デザイン課

松山駅周辺整備事業 2,149,206

（債務負担行為）

インター線

離島航路の維持を図るため、安居島と中島航路の運営費の一部に対して、また、市民の生活
交通の維持を図るため、赤字バス路線の運行費の一部とノンステップバス車両の購入に対し
て補助を行う。

市民参画
まちづくり課

まちづくり協議会や準備会に対し様々な支援を行い、住民自治による地域課題の解決や魅力
の創出を進める。また、人材育成や市民啓発により、まちづくり協議会や準備会の拡充を図
り、地域住民が主体的にまちづくりを進めることができる環境づくりに努める。
令和2年度は、空き家を地域活性化やコミュニティ維持等に取り組むための交流拠点として整
備する「まちづくり協議会」に対し、様々な分野での活用を視野に入れたモデル事業として補助
を行う。

事業箇所

H15～R4年度

空港線

400,000

市民参画
まちづくり課

人口減少等の地域課題を抱える地区に「地域おこし協力隊」を派遣することで、新たな視点で
の地域活動を推進し、地域の活性化を図る。

公共交通の利用促進や中心市街地の賑わい創出につながるコンパクトシティのシンボル広場
として、市駅前広場の整備を推進するため、基本設計や社会実験などを行う。

公・民・学が連携する、「松山アーバンデザインセンター」を所管して、まちづくりの調査研究や
計画立案、人材育成の活動を行う「都市再生協議会」の運営経費を負担する。

松山外環状線の整備等を行う。

路線名 事業期間（予定）

H21～R3年度
東垣生町～
南吉田町

地権者との移転補償協議を行い、宅地造成や道路工事などを実施するとともに、JR松山駅前
広場の整備に向けた計画等を行う。

事項 期間 限度額

インター東線
来住町～

北土居二丁目
L=1600m、W=60m

(市施工部W=22.5m)

松山駅
周辺整備課

L=680m、W=40m
(市施工部W=21.5m)

3,638,000

総事業費

古川西三丁目～
市坪南三丁目

L=900m、W=60m
(市施工部W=23.5m)

4,325,000

JR松山駅前広場
基本設計等業務委託

R元～3年度 69,000

JR松山駅前広場デザイン
基本設計業務委託

R2～3年度 25,000

8,182,000 H30～R10年度

良好な景観によるまちづくりを推進するために、松山市景観計画に基づいた届出制度や、「ま
つやま景観賞」等を行うことにより、広く市民に対して景観啓発を図る。また、民間による景観
計画区域内の既存不適格広告物等の撤去支援を行い景観まちづくりを推進する。

JR四国松山駅車両基地跡地
用地買収事業

H30～R2年度 1,400,000

美しい街並みや賑わいの創出を目的とした、民間による施設整備等に支援を行う。

R元～2年度

規格

松山駅周辺整備事業に伴う
建物移転補償業務



（単位：千円）

予算額 担当課事　　業　　概　　要

（環境下水関係）

環境総合計画推進事業 [3010（さんまるいちまる）運動啓発分] 187

【拡充】 環境教育啓発推進事業 28,591

（債務負担行為）

地球温暖化対策事業 1,636

【拡充】 松山スマートシティ推進事業 174,671

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 6,118 清掃課

横谷埋立センター運営管理事業 [エコ次亜分] 25,957 清掃施設課

中央・西部・北部・北条浄化センター運転管理事業 ［汚泥有効利用分］【下水】 99,743 下水道施設課

中央浄化センター消化ガス発電事業 【下水】 93,416 下水道施設課

（産業経済関係）

松山市商業振興対策事業 9,437 地域経済課

【拡充】 商店街等活性化事業 76,744 地域経済課

まつやま産業まつり事業 15,240 地域経済課

環境負荷を抑えたスマートシティの実現を目指し、太陽光発電や蓄電池システム等の設置者
に対する補助を行うとともに、ＥＶ急速充電器の維持管理や、中島でスマートコミュニティの実
証事業等を展開する。
令和2年度は、「まつやまＲｅ・再来館」で太陽光パネルの更新に加え、新たに蓄電池や停電時
でも電力供給が可能なガスヒートポンプを導入することで、自立・分散型のエネルギーシステ
ムを構築するとともに、松山市南・西クリーンセンターに、災害時の非常用電源として活用でき
る電気自動車の充電設備を設置する。

市民の環境意識の向上を目指し、小中学校や、各種団体にエコリーダーを派遣するとともに、
「体験型環境バスツアー」「サマーエコキッズスクール」など、体験型の環境学習を行う。また、
自然環境学習の各種体験型講座等を実施し、自然環境保全を主体とした啓発を推進する。
令和2年度は、再締結したフライブルク市とのエコフレンドシップ協定に基づく交流事業としてお
互いの取り組みを紹介するなど、Web会議を開催する。

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

親睦会などの会食時、最初の30分と最後の10分は自分の席で料理を楽しむという「3010運動」
の啓発等、食品ロスの削減に積極的に取り組む。

環境モデル
都市推進課

環境モデル
都市推進課

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実行計画」の進捗管理を行いな
がら、包括的に温室効果ガスの排出削減に取り組む。

事項 期間 限度額

自然環境学習・啓発推進業務委託 H30～R2年度 16,100

水処理工程で発生する塩類を原料にしてエコ次亜（消毒剤）を製造し、下水処理場で処理水の
消毒に使用することで、塩類のリサイクルを行う。

下水汚泥処理の過程で発生する「消化ガス」を利用した発電を行い、電力会社へ売電すること
で、収益の増加、資源の有効利用を図る。

下水汚泥の一部をセメント化・堆肥化することで、下水道資源の有効利用を図る。

市内の商業振興支援団体が連携し、商業者の育成や販売促進等の支援を行う。

商店街の活性化に取り組む団体の活動を支援することにより、空き店舗率の改善や商店街の
利用者増加を図り、市内商店街の賑わいを創出する。
令和2年度は、インバウンド消費を取込むため、商店街等が実施する観光案内所や免税一括
カウンターなどの設置のほか、インバウンド消費喚起イベントなどに補助を行う。
また、国が令和2年度に実施を予定しているマイナンバーカードを活用した消費活性化策の周
知等を行う。

地域特産品の展示・販売などを通して、各種産業を周知するため、城山公園で「えひめ・まつ
やま産業まつり」を愛媛県と共同開催する。

地域の廃棄物減量等推進員等と連携を図りながら、ごみ出しルールの守られていない地域へ
の指導を行う。また、地域や小学校等でのごみ出しルール説明会を実施するとともに生ごみ処
理容器等を購入する人に対して補助を行うことで、ごみの減量化やリサイクルの推進を図る。


